
予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名　国際水準ＧＡＰ認証取得支援事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農産物流通課　販売対策係　電話番号：058-272-1111（内線2856）
　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　E-mail：c11444＠pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　 3,500千円（前年度予算額：3,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	3,500
	3,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,500
	3,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	3,500
	3,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・2020東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下、東京オリ・パラという。）は、各国の選手団をはじめ多くの外国人観光客の訪日が期待でき、食材供給を通じて県産農畜水産物の魅力を発信する絶好の機会となる。

　・平成29年5月、岐阜県「東京オリ・パラ」県産農産物利用促進協議会（以下、協議会という。）を設立し、関係者一丸となって取り組む態勢が整った。

　・東京オリ・パラ関連施設への農産物供給については、ＧＡＰの認証取得又は　　「岐阜県ＧＡＰ」に取組み、県の確認を受けることが必要である。

　・このため、東京オリ・パラを契機とした産地等におけるＧＡＰの認証取得等の取組みを拡大していく。

（２）事業内容

　　①国際水準ＧＡＰ認証取得条件整備支援（3,500千円）

　　　・国際水準の「ＧＡＰ認証を取得する」ために必要な生産出荷施設の改修

や備品の購入、残留農薬検査や水質検査の実施、認証審査に要する経費

を支援する。

　　　事業実施主体：認証取得を目指す地域のモデルとなる農業者

（３）県負担・補助率の考え方

　　県：定額

（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	3,500
	国際水準の「ＧＡＰ認証を取得する」ために必要な環境整備や認証審査に要する経費を助成する。

	合　計
	3,500
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　○長期構想

　　　５－Ⅱ－２　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　　　　　　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　　○ぎふ農業・農村基本計画

　　　２　売れるブランドづくり

　　　　（６）特色ある食の魅力の発信

（２）国・他県の状況

　　○平成３１年度農林水産関係予算概算要求
・ＧＡＰ取組・認証拡大推進交付金　581百万円（前年360百万円）

（内容）地域の実情に応じて国際水準ＧＡＰの取組や認証拡大が加速的に進展するよう、都道府県の取組を交付金により機動的に支援。
（３）後年度の財政負担
　　今後の財源の動向：国庫

県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	国際水準ＧＡＰ認証取得支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	農業法人、農業者の組織する団体、農業者

（理由）ＧＡＰ（農業生産工程管理）は農業者が実践

し、認証を取得するものであるため。

	補助事業の概要
	（目的）ＧＡＰの推進
（内容）「ＧＡＰ認証を取得する」ために必要な、研修指導の受講や、認証審査に要する経費を支援する。

	補助率・補助単価等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（内容）定額（ただし、審査員等の旅費は1/2以内）
（理由）農業生産工程管理推進交付金実施要領



	補助効果
	ＧＡＰの認証が進展し、東京オリ・パラ大会への農産物供給が可能となり、県産農産物の知名度向上と需要の拡大につながる

	終期の設定
	終期３１年度

（理由）東京オリ・パラ大会の開催前年度までとする。
　　　　


（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　東京オリ・パラ大会までに民間ＧＡＰまたは岐阜県ＧＡＰを実践する農業者が増加する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H28年度末)
	目標
(H31年度末)
	目標

(終期)

	1 GAP認証取得等農業者数
	3
	40
	40


	
	H27年度
	H28年度
	H29年度
	H30年度
	H31年度

（要求）

	補助金交付実績
	千円
	千円
	千円
	(予算額)

15,800千円
	(要求額)

15,800千円

	指標①目標
	
	
	
	40
	40

	指標①実績
	
	3
	6
	(推計値)

19
(H30.10現在)
	(推計値)

40

	指標①達成率
	％
	％
	％
	(推計値)
47.5％
	(推計値)
100％


（前年度の成果）

	ＧＡＰ認証取得等農業者数は期待通り増加しており、「清流の国ぎふおもてなし食材」の重点11品目については、平成30年度中にＧＡＰ認証取得等が完了する見込み。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
県産農産物の東京オリ・パラ大会への供給のみならず、ポストオリパラを見据え、輸出拡大や国内流通における販路拡大など競争力強化を図る観点から、国際水準ＧＡＰに取組む農業者の拡大が必要。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	東京オリ・パラ大会を契機に、国内外に対し安全性の高い県産農産物を供給する産地を拡大する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	補助事業によりＧＡＰをする環境整備が進むことで、ＧＡＰ認証取得等農業者数は期待通り増加している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	認証審査等は事業者による事業内容の振れ幅が小さいことから、本庁で交付事務を行うことで農林事務所の負担を軽減している。


（事業の見直し検討）

	ＧＡＰの取組を拡大するためには農業者等における認証取得が欠かせないことから、事業の継続は必要である。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）国において、オリパラ後、ＧＡＰのガイドラインを国際水準に引き上げる方向で検討されている。これにより、都道府県ＧＡＰ（現行ガイドラインに準拠）から、認証ＧＡＰへの移行が進むと考えられることから、県産農産物の競争力強化を図るため継続が必要。


